
平成２５年１１月

法務省入国管理局

技能実習制度の現状と課題等について



● 昭和５７年１月１日 昭和５６年改正入管法の施行
産業界における受入れ要請を受けて，外国人研修生の在留資格が創設された（※当時は留学生の一形態として位置づけられていた）。

● 平成２年６月１日 平成元年改正入管法の施行，基準省令の施行
適正な外国人研修生の受入れを図るため，「研修」の在留資格及びその基準をより明確に整備した。

● 平成２年８月１７日 「研修」に係る特例告示の施行
中小企業の中でも海外と関係の深い企業からの研修生を受入れたいという要望や，公益的な要素を持つ研修については派遣機関と受入れ機関との間に取引等の結び
つきがなくとも，適正な研修の実施が見込まれるという事情を考慮し，団体監理型の「研修」が認められるようになった。

● 平成５年４月５日 「技能実習制度に係る出入国管理上の取扱いに関する指針」(法務省告示）施行
技能実習制度を創設し，研修により一定水準以上の技術等を修得した外国人について，研修１年＋技能実習１年（計２年間）が認められるようになり，研修で取得した技

術等をより実践的に取得することができるようにした。この後，平成９年に技能実習期間の延長が図られ，研修１年＋技能実習２年（計３年間）が認められるようになった。

● 平成１１年２月 「研修生及び技能実習生の在留管理に関する指針」策定
一部受入れ機関における問題事例の発生状況等を踏まえ，研修生及び技能実習生の受入れの適正化を推進するため，受入れのガイドラインとして策定した。この後，
平成１９年に 研修・技能実習の状況等を踏まえ，受入れ機関が留意すべき事項などをより明確にするとともに，「不正行為」に該当する行為について明確化を図るなどの

改訂を行った。

● 平成２2年７月 入管法等改正法（平成２１年法律７９号）の施行
・一部の受入れ企業で，研修生・技能実習生が実質的に低賃金労働者として扱われ，さらに，賃金不払等の労働関係法令違反も発生していたので，研修・技能実習制

度を見直し，１年目から労働関係法令の保護が受けられるように等した。

・また， 新制度により，技能実習生を受け入れる際に留意すべき点等について明らにするため，受け入れのガイドラインとして 「技能実習制度に係る出入国管理上の取
扱いに関する指針」を全面的に改訂し，「技能実習生の入国・在留管理に関する指針」を策定した。

● 平成２４年１１月 改正基準省令の施行
不正行為により基準不適合となる起算日の明確化及び過去に虚偽申請していた場合に基準不適合となる規定の新設を行い，また，不正行為があった場合に該当事実
を監理団体が報告することを基準適合性の要件とした。

● 平成２５年12月「技能実習生の入国・在留管理に関する指針」改訂（予定）
総務省が実施した行政評価・監視結果報告書における指摘を踏まえ，監査の視点，手順，方法等をより具体的に示すとともに，監査が適切に行われなかった際に，監理
団体に適用する不正行為の基準の具体化・明確化を図る予定

研修・技能実習制度（※）の沿革について

■外国人研修生の受入れは，多くの企業の海外進出が本格化した昭和５０年以降頃から，海外進出した日本の企業が，
現地法人や取引関係等のある企業の社員を我が国で技能習得させたいとの要望に応え始まったもの
■平成５年４月５日に技能実習制度が創設。創設時の技能実習対象職種は１７職種１７作業であったが，その後，技能対
象職種は順次追加され，平成２５年４月現在で６８職種１２７作業

※我が国で開発され培われた技能・技術・知識の開発途上国等への移転を図り，当該開発途上国等の経済発展を担う「人づくり」に寄与することを目的とする。
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平成２２年入管法改正の経緯について

■研修・技能実習制度の改正は，研修生・技能実習生を実質的に低賃金労働者として扱うなど，不適正な受入れが増
加していたため，研修生，技能実習生の保護の強化を図るため所定の措置を行ったもの。
■平成２１年７月1５日入管法等改正法（平成２１年法律７９号）公布，平成２２年７月１日施行，改正基準省令の施行

「規制改革推進のための３ヵ年計画（改定）」（平成２０年３月
２４日閣議決定）においても，実務研修中の研修生に対する
労働関係法令の適用，技能実習生に係る在留資格の整備
及び法令以外の規定に基づく規制等の見直しについて措置
することとされた。

一部の受入れ企業で，研修生・技能実習生が実質的に低賃金労働者として扱われ，さらに，賃金不払等の労働関係法令違反も発生

受入れ企業に対する指導・監督が不十分な受入れ団体が存在

不当な利益を得るなどして，研修生をあっせんする悪質な送出し機関やブローカーの存在

旧制度の問題点（※主に団体監理型の受入れで次のような問題点が顕在化していた。）

出入国管理及び難民認定法改正法による措置

労働関係法令の適用

上陸基準省令，団体要件省令等で規定する新たな要件（技能実習１号ロ）

技能実習生の保護に係る要件

団体による監理の強化に係る要件

過去の行為による欠格要件

不当な金品徴収の禁止に係る要件退去強制事由の追加

法改正による措置
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「研修」 「特定活動」（技能実習） 「特定活動」（技能実習）

《非実務研修・実務研修》 《技能実習移行対象職種について企業等での技能等習熟》

１年目 ２年目 ３年目

労働関係法令適用

●１年目の研修生は労働関係法令の適用を受けない

●「研修」における非実務研修は，研修を受ける総時間数の比率によって決まる（原則３分の１以上）

入国 帰国

「技能実習１号ロ」 「技能実習２号ロ」 「技能実習２号ロ」

２か月

《企業等での技能等修得》《講習》 《技能実習２号移行対象職種について企業等での技能等習熟》

１年目 ２年目 ３年目

労働関係法令適用

団体の責任及び監理

●１年目の講習終了後から受入れ企業等との雇用契約に基づき技能実習生に労働関係法令が適用

●技能実習に対する受入れ団体の責任及び監理が技能実習終了時まで継続

入国 帰国

「研修」 「特定活動」（技能実習） 「特定活動」（技能実習）

《非実務研修・実務研修》 《技能実習移行対象職種について企業等での技能等習熟》

１年目 ２年目 ３年目

労働関係法令適用

団体による監理

●１年目の研修生は労働関係法令の適用を受けない

●受入れ団体による監理は１年目の研修のみ

入国 帰国

「技能実習１号イ」 「技能実習２号イ」 「技能実習２号イ」

《企業等での技能等修得》 《技能実習２号移行対象職種について企業等での技能等習熟》

１年目 ２年目 ３年目

●入国当初に雇用契約に基づかない講習を実施する場合を除いて，雇用契約に基づき技能実習生に労働
　関係法令が適用

入国 帰国

労働関係法令適用

技能検定基礎2級等合格

団体監理型の受入れ概要

企業単独型の受入れ概要

旧制度

旧制度

現行制度

現行制度

●「研修」における非実務研修は，研修を受ける総時間数の比率によって決まる（原則３分の１以上）

技能検定基礎2級等合格

技能検定基礎2級等合格 技能検定基礎2級等合格

研修・技能実習制度の概要（旧制度と現行制度の比較）

■平成２２年７月に改正入管法が施行され，現行の研修・技能実習制度が施行。
■技能実習生１年目から労働関係法令が適用される等技能実習生の保護を強化（企業単独型，団体監理型）
■技能実習に対する受入れ団体の責任及び監理が技能実習終了時まで継続（団体監理型）

（注）　現行制度での「研修」は公的な研修、実務作業を含まない研修に限られている。
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企業単独型による技能実習の概要

帰国担保措置（技能実習生の帰国旅費の確保等）

技能実習生用の宿泊施設の確保

生活指導員の配置

技能実習指導員の配置（５年以上の経験を有する常勤職員）

実習実施機関の責務

企業単独型での受入れが認められる技能実習生

本邦の公私の機関の外国にある事業所の職員（合弁企業や現地法人を含む）

実習実施機関と引き続き1年以上の国際取引の実績を有する機関の職員

修得技能に関する知識

など

生活一般に関する知識日本語

技能実習生の法的保護に必要な情報（労働関係法令，入管法令など）

技能実習生が「講習」で修得する内容

（注）　常勤職員に，外国にある事業所に所属する常勤職員及び技能実習生を含まない。

　実習実施機関の常勤職員の総数の１／２０以内

技能実習生の受入れ人数枠

海外で１６０時間の事前講習を受けている場合
技能実習１号での活動時間全体の１／１２以上

技能実習１号での活動時間全体の１／６以上

「講習」を実施すべき時間数

技能実習１号の活動時間が１年の場合

２か月

技能実習１号の活動時間が１年の場合

１か月

２か月

技能検定基礎２級等合格

《企業での技能等修得活動》《講習》 《技能実習２号イ移行対象職種について企業での技能実習》

技能実習２号イ
（３年目）

技能実習２号イ
（２年目）

技能実習１号イ
（１年目）

《現在，移行対象職種は６８職種》

「講習」について

技能実習生が途中帰国等した場合の地方入国管理局への報告

技能実習実施状況に係る文書の作成及び保管

日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受ける雇用契約の締結

講習の
実施

労働契約（労働関係法令の適用）

実習実施機関と過去1年間に１０億円以上の国際取引の実績を有する機関の職員

実習実施機関と国際的な業務上の提携又はその他の業務上の関係を有する
機関で法務大臣が告示をもって定めるものの職員

企業単独型受入れの概要図
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実習実施機関

団体監理型による技能実習の概要

講習の
実施 技能実習実施機関に赴き

実施状況の確認・指導
（１月に１回以上）

技能実習生からの相談に対応する体制の構築（相談員の配置等）

帰国担保措置（技能実習生の帰国旅費の確保等）

監理団体

技能実習生用の宿泊施設の確保（監理団体も可）

生活指導員の配置

日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受ける雇用契約の締結

技能実習指導員の配置（５年以上の経験を有する常勤職員）

団体監理型受入れの概要図

　下の表の範囲内で，かつ，実習実施機関の常勤職員の総数を超えない人数

受入れ人数枠

実習実施機関の常勤職員の総数

３０１人以上

５１人以上１００人以下

２０１人以上３００人以下

１０１人以上２００人以下

５０人以下

技能実習生の受入れ人数

常勤職員の１／２０

６人

１５人

１０人

３人

技能実習生が途中帰国等した場合の地方入国管理局への報告

実習実施機関での技能実習継続が困難な場合に新たな実習実施機関の確保に努めること

技能実習実施状況に係る文書の作成及び保管

監理団体による監査及び地方入国管理局への報告（３月に１回以上）

監理費用を徴収する場合は金額及び使途を明示すること（技能実習生及び送出し機関への負担禁止）

監理団体による監理

実習実施機関との労使関係（労働関係法令適用）

技能実習２号ロ
（３年目）

技能実習２号ロ
（２年目）

技能実習１号ロ
（１年目）

技能検定基礎２級等合格

《企業等での技能等修得活動》《講習》 《技能実習２号ロ移行対象職種について企業等での技能実習》

２か月

雇用契約締結

《現在，移行対象職種は６８職種》

団体監理型での受入れが認められる団体
（営利を目的としない団体）

商工会議所又は商工会

中小企業団体 職業訓練法人 農業協同組合

公益社団法人及び公益財団法人漁業協同組合 法務大臣が個別に告示した団体

○　実習実施機関との雇用契約に基づいて技能等修得活動を実施する前に，本邦で一定期間以上，講義
　形式の講習の実施を義務付け

「講習」について

修得技能に関する知識

など

生活一般に関する知識日本語

技能実習生の法的保護に必要な情報（労働関係法令，入管法令など）（※）

※　専門的な知識を有する外部講師が行うものに限る

「講習」で修得する内容

　技能実習１号ロでの活動時間全体の１／１２以上

技能実習１号ロでの活動時間全体の１／６以上 技能実習１号の活動時間が１年の場合

２か月

技能実習１号の活動時間が１年の場合

１か月

（例）
「講習」を実施すべき時間数

海外の公的機関又は教育機関で1か月以上かつ160時間以上の事前講習を行っている場合

講習の実施状況に係る文書の作成及び保管

農業を営む実習実施機関において，農業法人以外で受け入れる場合

漁業協同組合の監理の下で，船上における漁業を営まない法人以外の実習実施機関
に受け入れる場合

漁業協同組合の監理の下で，漁船に乗船して行われる技能実習の場合

職業訓練法人（社団かつ実習実施機関が中小企業者である場合を除く）による受入れ

公益法人（開発途上国に対する農業技術協力を目的とするものを除く）による受入れ
常勤職員の１／２０

２人以内

１隻につき２人以内

（注１）　常勤職員に，外国にある事業所に所属する常勤職員及び技能実習生を含まない。

（注２）　上記の受入れ人数枠の例外

講習
施設の
確保

労働者災害補償保険等の措置（監理団体も可）
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研修生・技能実習生の在留状況について①

■平成１５年以降で一番研修生・技能実習生の在留者数が多かったのは，平成２０年の１９万１，８１６人である。
■現行制度開始以降研修生及び技能実習生の在留者数は１５万人前後で推移している。

在留資格「研修」及び「技能実習」の在留外国人数の推移

44,464
54,317 54,107

70,519

88,086 86,826

65,209

46,352

52,604 59,755

73,580

89,033
104,990

109,793

150,088

143,308 151,482

1,9093,388
9,343
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160,000

180,000

200,000

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

研修生 技能実習生

90,816

191,816

106,921
113,862

144,099

177,119
175,002

159,431

146,696
153,391
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業種別「技能実習２号」への移行者数

1,265 2,155 2,650 3,288 4,600 5,273 5,891 5,022 6,141
1,403 1,746 1,984 2,889

4,518
5,348 5,156 3,990

2,954
3,840

2,441
3,124

3,660
4,975

5,907

7,043 7,460 7,418

5,970
6,201

9,430
10,802

11,935

13,209

14,224

15,417 14,114
12,750

10,045

10,290

3,518

5,086

6,773

9,341

14,200

16,454 15,919

9,195

10,402

11,339

2,890

4,097

5,592

7,727

11,560

13,317 13,913

9,560

10,203

10,424

763 377 368 295 209 302
341 372 362 417

517
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Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

農業 漁業 建設 食品製造 繊維・衣料 機械・金属 その他

20,822

26,488

32,394

41,000

53,999

62,520 62,207

49,166

45,013

48,752

研修生・技能実習生の在留状況について②

■平成２２年以降技能実習・ ２号移行者は，５万人弱で推移している。最も多かった旧制度の平成２０年の約６万２千人と比

べると減少しているが，平成２４年の移行者数は平成２３年よりも若干増加している。
■平成２４年の技能実習・２号への移行者の業種は，「繊維・衣料」と「機械・金属」が多く，それぞれ全体の約２１％，２３％を
占めている。
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■平成２４年の監理団体数は１，８７１機関で，旧制度時である平成２１年の２，１４２機関と比べるとやや減少している。
■団体種別では，事業協同組合が全体の約９０％を占めている。

監理団体数の推移等について

監理団体数の推移
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受入れ形態別「不正行為」機関の推移
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２２９

４４９ ４５２

３６０

１６３
１８４

１９７

■現行技能実習制度の施行により，研修生・技能実習生の保護等を強化し，技能実習制度の適正化が図られたため，旧研
修・技能実習制度に比べると「不正行為」を通知した機関数は約半数に減少している。なお，改正後は若干増加している。
■「不正行為」を通知した機関の大多数は団体監理型の研修である。それを種類別に見ると，平成２４年を除いて事業協同
組合が全体の約８０％以上を占めている。

「不正行為」について①

監理団体の種類別「不正行為」機関数の推移
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■「不正行為」を通知した実習実施機関を業種別にみると，ここ３年は「農業・漁業」と「繊維・被服」で全体の７０％を占めて
おり，平成２４年を見ると，「農業・漁業」が約４０％，「繊維・被服」が約３８％をそれぞれ占めている。

「不正行為」について②

実習実施機関の業種別「不正行為」機関数の推移
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平成２４年に「不正行為」を通知した実習実施機関の監理団体について

■平成２４年に「不正行為」を通知した実習実施機関は１８８機関あるが，これら１８８機関の監理団体は９２団体あり，種別
で見ると事業協同組合が約９２％を占めている。
■これら９２団体の役員のうち，「不正行為」を通知した実習実施機関の経営者を兼務していたのは１９機関。業種別に見る
と「繊維・被服関係」が約６８％，また，監理団体を種別で見ると事業協同組合が約９５％を占めている。

平成２４年に「不正行為」を通知された実習実施機関の監理団体（９２団体）の内訳

事業協同組合　８５

農業協同組合　５

商工会　１
その他の団体　１

事業協同組合 18

農業協同組合 1

農業関係　１

農業関係　１

建設関係 ２

食品製造関係　１

繊維・被服関係　１３

その他　１

監理団体の役員を兼務している１９機関の内訳
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① 不正行為により基準不適合となる起算日
の明確化

現行の「不正行為が行われたと認められた
日」から「不正行為が終了した日」に改め，法
文上起算日を明確にし，基準省令としての性
格を徹底。法令解釈上疑義が生ずるおそれ
等を解消。

技能実習制度適正化の取組みについて① 〔平成２４年〕研修・技能実習に係る法務省令改正

■平成２４年に次のとおりの法務省令改正を行い，技能実習生の保護の強化及び不正行為の自主申告の促進と悪質な
機関等への規制強化を図った。（施行日：平成２４年１１月１日）

主な改正事項とその概要

② 過去に虚偽申請に関与していた場合に
基準不適合とする規定の新設

過去５年間虚偽申請（不正行為の有無に
ついて，申請書に虚偽を記載した場合を含
む。）に関与していた場合には，基準不適
合とする（新たな受入れは認められない。）。

③ 不正行為事実の報告

不正行為を行った場合は，直ちに地方入管
等に当該不正行為事実を報告することとされ
ていることを基準適合性の要件とする。
不正行為事実を報告するとしていたにもか

かわらず報告を怠った場合には，不正行為に
該当する。
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技能実習制度の適正化への取組みについて②

■平成２５年度を技能実習制度適正化強化年度と位置づけ，関係省庁が連携して現行制度の適正運用の強化を図っている。

１ 監理団体・実習実施機関に対する適正運用についての啓発の強化(集中キャンペーン)
・ 監理団体等に対するセミナーの充実・強化
・ 各種メールマガジン等による周知の検討
・ 公益財団法人国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ）の実習実施機関への巡回指導の強化

２ 各省間の情報共有，協力体制の強化
・ 各省の保有する情報についての法令の範囲内での情報共有の強化
・ 各省の実施する事務・事業等への協力体制の強化

３ 適正監理団体の明確化
・ 例えば，適正な監理団体が対外的に明確となるように特定地域や業種等における自主的な認証の仕組みづくりの推奨

の検討

４ 技能実習生本人への制度の趣旨，労働法等により保護されている内容等の周知の強化
・ 団体監理型で受け入れられている技能実習生に対し，案内文書を入国する空・海港で配布
・ 監理団体や実習機関に，実習実施先の工場内や寮内への，制度の趣旨，法的保護の内容の掲示等を要請
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技能実習制度の適正化への取組みについて③ 監理団体に対する実態調査等について

■法改正後の技能実習制度の運営状況を見るため，監理団体に対する実態調査を平成２２年１１月から本年１２月にかけ
て実施。
■改正法に基づき３年間の技能実習を終了した帰国技能実習生１万人に対して，厚生労働省とともにフォローアップ調査を
平成２５年８月より実施。

帰国技能実習生に対するフォローアップ調査

平成２２年１１月から平成２５年１２月までの間，地方入国管理局において，原則として
全監理団体（平成２５年８月末時点で１，８９６団体）を対象に，保証金・違約金等契約
の有無，講習の実施状況，監査実施状況，技能実習生からの相談体制，実習実施機
関への巡回指導状況，技能実習生に対する賃金支払に関する指導状況等について調
査を実施している。

監理団体に対する実態調査

厚生労働省とともに，平成２５年８月以降技能実習を修了した技能実習生に対し， 帰

国後の就職状況，職位の変化，日本で取得した技術等の活用状況や技能実習時の
賃金の支払や管理が適正であったかなどについて調査を実施するもの。調査対象は
約１万人の見込み。調査は厚生労働省の委託を受け，国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ）
によって実施されている。

この実態調査
やフォローアッ
プ調査結果等
も踏まえ，法
改正の効果を
平成２６年度
を目処に検証
する。

この実態調査
やフォローアッ
プ調査結果等
も踏まえ，法
改正の効果を
平成２６年度
を目処に検証
する。
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研修・技能実習制度の適切な実施～監理団体による監査について～

■平成２５年４月総務省行政評価局による，「外国人の受入対策に関する行政評価・監視－技能実習制度等を中心として
－」において，監理団体による監査について，その実効性に課題がある等と指摘された。

■法務省では「技能実習生の入国・在留管理に関する指針」を改定し，監査の視点，手順方法等をより具体的に示すととも
に，監理団体に適用する不正行為の基準の具体化・明確化を図る予定。

■ 監理団体の監査の実施状況が不明また監査の実効性に課題
◆ 監理団体の監査で不正行為等の指摘漏れ

地方入管が指摘した実習実施機関の不正行為等について，これが行われていた時期に監理団体が実施した監査で指摘できていない事例
が多数
【原因】 監理団体の監査能力も不足

■ 監理団体による監査の厳正な実施を確保するため，推進事業実施機関に監理団体による監査の実施状況を確認させること。また，具体的な
監査の視点，手順，方法等について監理団体に対する実践的な研修が行われるよう措置すること

■ 監査結果が未報告などの監理団体に対し，報告の督促等を実施（平成２６年度以降監査実施時期を迎える監理団体から順次開始）
システムの機能見直しを行い，技能実習生を受け入れている監理団体及び実習実施機関ごとの名称，所在地，技能実習生数などをリスト化。

当該リストを基に監査結果が未報告などの監理団体に対し，報告の督促等を実施していく。
■ 「技能実習生の入国・在留管理に関する指針」を改訂（平成２５年１２月初旬予定）

◆具体的な監査の視点，手順，方法等の具体化・明確化
◆監理団体に適用する不正行為の認定基準の具体化・明確化

■ 指針改訂後，厚生労働省と連携し，監理団体に対する実践的な研修を実施していく予定。

監査結果

勧告要旨

改善措置の内容
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外国人技能実習制度に関する主な要望

外国人研修・技能実習制度の期間延長（平成２５年３月２２日 （社）日本経済団体連合会）
期間（１号及び２号，合計３年）が終了し，一定レベル以上の技能を身につけた技能実習生が，より高度な技能もしくは多能工として必

要な関連技能を身につけるため，更に２年程度の技能実習を可能とする制度を創設すべきである。その際，技能実習生は，専門職として
技能検定に合格したものに限定し，また，実施機関についても，当該実習生が１号及び２号で技能を修得した同一の機関でかつ新たに創
設する優良機関認定制度で優良と認められた機関（企業単独型及び団体監理型とも）に限定するものとする。

「平成２６年度中小企業対策に関する要望」建議について（平成２５年６月２１日 大阪商工会議所）
外国人研修・技能実習制度における技能実習期間は最長３年で再延長の制度がなく，高度な技術取得により優れた技術者・技能者を

育成するという当該制度の目的を達することが困難であり，実習生・雇用する中小企業双方にとって効果が限定的となっている。
そこで，技能実習期間を１０年程度まで延長するよう検討されたい。さらに，中小ものづくりを支える有能な技術者・技能者を確保するため，

同制度終了後，例えば中央職業能力開発協会などが実施する技能検定で一定水準以上の技能・技術・知識を修めた者については，就労
資格を与えるなど優遇制度を創設されたい。

中小企業施策の充実を求める要望書（平成２５年８月２１日 全国中小企業連合会 全中連協同組合連合会）
外国人技能実習生受入れに関して平成２０年３月２５日に閣議決定された，規制改革推進のための３ヵ年計画のうち，「３年間研修・実習

の終了後，再度技術研修のための２年間再入国制度を設けること」について，早急に措置を求める。

■ 外国人技能実習制度を拡充の方向で同制度の見直しを行うべきとする意見
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外国人技能実習制度に関する主な要望

外国人技能実習制度の早急な廃止を求める意見書（平成２５年６月２６日 日本弁護士連合会）
入管法改正後の新制度下においても，多くの問題事例が発生しているのであって，制度の抜本的な見直しが喫緊の課題であることは，

改正法施行後３年経過した今日に至っても何ら変わることはない。したがって，外国人技能実習制度は，これを速やかに廃止するべきであ
る。
また，外国人技能実習制度を廃止した上で，非熟練労働者の受入れを前提とした在留資格を創設し，外国人を受け入れることについて，

その是非，その範囲，制度が変更されるまでの間の現在の技能実習生の処遇などを，外国人の人権にも配慮した上で，早急に国会など
の場で十分に検討するべきである。

２０１４～２０１５年度 政策・制度 要求と提言（平成２５年９月１９日 日本労働組合総連合会）
「国際貢献」という制度本来の趣旨を逸脱し，劣悪な研修・労働条件や賃金未払い，失踪，人権侵害など，入管法違反や労基法違反の

運営が行われないよう，制度改正の効果を注視するとともに，制度の見直しを進める。外国人技能実習制度に関連する劣悪な内容での契
約締結などを解決するため，公的機関・民間企業を問わず，不正行為・違法行為のあった外国人実習生の送出し機関・受け入れ機関がこ
の制度に関与できないよう，規制を強化する。

■ 外国人技能実習制度の厳格化の方向で同制度の見直しを行うべきとする意見

■ 外国人技能実習制度の廃止の方向で同制度の見直しを行うべきとする意見
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景気動向指数（一致指数（H２２＝１００））の推移
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※ 出典：内閣府「景気動向指数」

景気動向指数について （参考）
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有効求人倍率（新規学卒者を除きパートタイムを含む）
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※ 出典：厚生労働省「職業安定業務統計」

有効求人倍率について （参考）
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産業別就業者数の推移
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※ 出典：総務省「労働力調査」

産業別就業者について （参考）
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